平成２２年度　第２回

広島市国民健康保険運営協議会

議　 事 　録

広島市健康福祉局保険年金課

日　　時　　　平成２３年２月１０日（木）　　午後３時３０分～午後５時

場　　所　　　広島市役所２階講堂
出席委員　　　林委員、植田委員、平本委員、三木委員、正岡委員、池本委員､土江委員､永野委員､吉岡委員、中村委員、松本委員、都留委員、向井委員、前新委員、以上１４名
欠席委員　　　なし
事務局　　　健康福祉局長、健康福祉局次長、保険年金課長、保健指導担当課長、課長補佐(事)管理係長、課長補佐（事）保険係長、課長補佐(事)保健予防・指導係長、主幹、主査

 以上１１名
平成２２年度　第２回広島市国民健康保険運営協議会

　　　　　　　　　　　　
塩満課長　　定刻になりましたので、ただ今から平成２２年度第２回広島市国民健康保険運営協議会を開催させていただきます。本日は、大変お寒い中、またご多忙中のところご出席いただきまして誠にありがとうございます。本日はすべての委員さんにご出席いただいております。重ねてお礼申し上げます。まず、開会にあたりまして、健康福祉局長から一言ご挨拶させていただきます。
志賀局長　　健康福祉局長の志賀でございます。本日は、お寒い中、またお忙しいところ、ご出席をいただきまして誠にありがとうございます。委員の皆様方におかれましては、日頃から本市行政に格別のご支援を賜っており、この場をお借りしまして、あらためまして厚くお礼申し上げます。

本日は、委員改選によりまして、新たに４名の方を委員としてお迎えしております。継続して委員をお引き受けくださいました委員さん共々、よろしくお願いいたします。

さて、国民健康保険でございますが、地域保険としての重要性、これは言うまでもないことでございますが、財政基盤が脆弱であるという構造的な問題を抱えております。昨年５月には国民健康保険法が改正されまして、財政の安定化を図ることを目的として、事業運営について都道府県単位による広域化、という方針が示されました。また、現在、国においては、後期高齢者医療制度の廃止に伴う新たな高齢者医療制度のあり方について検討されておりまして、国民健康保険事業を取り巻く環境は大きく変わろうとしております。

　こうした中、来週から市議会が開会いたします。そういった議会での審査に先立ちまして、本日は、ご出席の皆様方に平成２３年度の国民健康保険事業特別会計の予算案についてご審議いただくことを予定しております。事業規模が１千２百億円を超える大変大きな事業でございます。委員の皆様方には忌憚のないご意見を賜わりますようお願い申し上げまして、はなはだ簡単ではございますが、ごあいさつとさせていただきます。本日はよろしくお願いいたします。
塩満課長　　続きまして、委員の選任替えが行われておりますので、委員の皆様方と事務局の紹介をさせていただきます。最初に被保険者代表の方々でございます。林委員さんでございます。
林委員　　林でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　植田委員さんでございます。
植田委員　　植田でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　平本委員さんでございます。
平本委員　　平本です。よろしくお願いします。

塩満課長　　三木委員さんでございます。
三木委員　　三木です。どうぞよろしくお願いします。

塩満課長　　続きまして、保険医・保険薬剤師代表の方々です。正岡委員さんでございます。
正岡委員　　正岡でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　池本委員さんでございます。
池本委員　　池本です。よろしくお願いします。

塩満課長　　土江委員さんでございます。
土江委員　　土江でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　永野委員さんでございます。

永野委員　　永野です。よろしくお願いします。

塩満課長　　次に、公益代表の方々でございます。吉岡委員さんでございます。
吉岡委員　　吉岡でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　中村委員さんでございます。
中村委員　　中村でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　松本委員さんでございます。
松本委員　　松本でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　都留委員さんでございます。
都留委員　　都留でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　最後に被用者保険等保険者代表の方々として、向井委員さんでございます。
向井委員　　向井でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　前新委員さんでございます。
前新委員　　前新でございます。よろしくお願いします。

塩満課長　　以上１４名の皆様でございますが、お手元に参考資料１として委員名簿をお配りしていますので、ご覧いただければと思います。

　次に、事務局職員の紹介は自己紹介ということで局長からあらためて紹介させていただきます。

志賀局長　　健康福祉局長の志賀でございます。あらためまして、よろしくお願い致します。
藤田次長　　健康福祉局次長の藤田でございます。よろしくお願い致します。

加納課長　　保健指導担当課長の加納と申します。よろしくお願いします。

塩満課長　　あらためまして、保険年金課長の塩満と申します。よろしくお願い致します。
　本日の議事に入りたいと思いますが、正副会長の選任を行うこととなっておりますが、その議事進行役として、仮議長をお決めいただく必要がございますが、慣例によりまして、事務局で指名させていただくということでお許しいただけますでしょうか。
（会場内拍手）

塩満課長　　ありがとうございます。それでは、仮議長と致しまして、保険医・保険薬剤師代表で委員歴の長い永野委員さんを指名させていただきますので、よろしくお願い致します。

永野委員　　ご指名をいただきました永野です。しばらくの間、仮議長を務めさせていただきます。

よろしくお願いいたします。本日は、委員定数１４名中、全員出席で１４名でございます。委員会の定数の半数以上の委員の出席ということで、広島市国民健康保険規則第４条によって、定足数を満たしております。従いまして、本日の会議は成立致しました。本日の議題は資料のとおりでございますが、さっそく議題審議に入りたいと思います。
　まず、議事（１）の会長・副会長の選任を行いたいと思います。参考資料の２「国民健康保険運営協議会関係法令」をご覧いただきたいと思います。広島市国民健康保険規則第１条、「国民健康保険運営協議会に会長のほか副会長を１人置き、公益を代表する委員のうちから全委員がこれを選挙する」ということになっております。この選出の方法について、いかが致しましょうか。ご意見があれば伺いたいと思います。どなたか、ご意見はありませんか。
前新委員　　これまでどおり、選出にあたっては議長一任ということで良いのではないでしょうか。
（会場内拍手）

永野委員　　それでは、議長一任ということをいただきましたので、私の方から案を出させていただきます。前任の会長さんの都留委員さんがおられますので、会長は都留委員さんに、副会長には続いて吉岡委員さんにお願いしたらと思いますが、いかがでしょうか。

（会場内拍手）
永野委員　　ありがとうございます。異議なしと認めて、会長には都留委員さんを、副会長には吉岡委員さんを選任いたします。どうぞよろしくお願いいたします。それでは、会長が決まりましたので、これからの議事は、会長さんにお願い致します。ご協力ありがとうございました。
都留会長　　都留でございます。よろしくお願い致します。おそらく健康保険では、広島市が県内で一番多い被保険者を抱える組織だと思いますので、被保険者のためだけではなくて、市民のために十分な討議を皆さま方と進めていきたいと思います。
吉岡副会長　　吉岡でございます。よろしくお願いいたします。

都留会長　　それでは、議事の（２）にあります「平成２３年度国民健康保険事業特別会計予算（案）」について審議を行いたいと思います。また、本日は、「その他」と致しまして、前回、平成２２年９月９日の協議会で議論が尽くせなかった、懸案の「特定健康診査の実施状況」などについて、事務局から報告があるということでございますので、そちらの方も受けたいと思います。皆様方、お忙しいと思いますけれども、午後５時ごろをめどに終了したいと思いますが、活発なご意見をよろしくお願いします。それでは「平成２３年度国民健康保険事業特別会計予算（案）」について、事務局の方、ご報告をお願い致します。
塩満課長　　それでは、「平成２３年度国民健康保険事業特別会計予算（案）」についてご説明いたします。多少時間を要しますので、失礼して座って説明させていただきます。

　Ａ４横の資料、５枚ものになりますけども、こちらの方をご覧ください。最初のページに歳入予算と書いてあるんですけども、予算案ですので、歳出の方から説明させていただいた方がわかりやすかろうと思いますので、１枚おめくりください。
　２ページ目に歳出予算がございます。左から、２３年度の当初予算案、その右に、今年度、２２年度の当初予算、決算、そして、２２年度と２３年度の比較という形で表を作っております。太枠で囲ってあります左側の２３年度当初予算案の一番下の数値、合計欄ですけども、数値の羅列でわかりにくいんですけども、単位が千円ですので、１,２５８億６,３２８万６千円、これが国民健康保険の来年度の予算規模でございます。広島市の一般会計、全ての予算の会計が約６千億円でございますので、その５分の１に相当する大変大きな会計でございます。

　それでは一番右端に２２年度と２３年度の対比を載せておりますので、そちらをご覧いただきながら、歳出予算について簡単にご説明をさせていただきます。一番上が総務費ということで、三角が付いております。だから前年度に比べて４,３２８万３千円少ない予算ですよ、という形です。これは、総務費というのは、コンピュータシステムなどの改造費が主なものになるんですけども、人件費等もございますけども、来年度下がるのは、システム改造費が今年度に比べて少なくなるよ、ということでマイナスになっています。
　その下の、行で言いますと上から４行目、これが保険給付費の総額になります。前年度に比べまして約４０億円の増という形です。今年から来年度にかけましても１人当たりの医療費が若干上がって被保険者数も増えるということで、保険給付費につきましては、今年度に比べ４０億円程度増えるという見込みです。その内訳がその下にずっと並んでまして、主なものはその上の３つです。療養給付費、療養費、高額療養費、全て医療費に連動する費目になります。その下にあります高額介護合算療養費であるとか出産育児一時金、こういったものにつきましては、今年度を含めた過去の実績を基に来年度の予算を立てております。中ほどの後期高齢者支援金、前期高齢者納付金、老人保健拠出金、介護納付金、これらは国から単価が示されてきますので、単価を基に来年度の予算を組む事になります。その下の保健事業費、この中に、また後ほどご議論いただきますけども、特定健診などの事業費がこの中に含まれておりまして、この保健事業費につきましては、来年度は今年度に比べ８千万円あまり増えるという形の事業を組んでおります。

　最初のページにお戻りください。国保の歳入というのは、ほとんど歳出が決まれば機械的に決まってくるというところがあるんですけども、ちょっと異質なのは一番上の保険料です。保険料につきましては、来年度の被保険者１人当たりの医療費が増えて、被保険者数も増えるので、保険料もそれにつれて増えるというものでございます。
　一つおいて、国庫支出金であるとか県支出金とか、そういったものについては、歳出が決まれば、その一定割合を国県等から支出されるということで、先ほどの歳出に連動したものでございます。
　歳入の中で特徴的なのは、行でいいますと下から３行目の繰入金というのがあるんですけれども、これは、一般会計から国保特会への繰入額です。これが前年度に比べて１３億５,８１５万２千円少なくなってます。この辺が特徴なんですけども、当初予算編成の繰入金と申しますのは、先ほどの歳出が決まって、それに連動した歳入や保険料収入、これを差し引いたものが繰入金になるという一定のルールがございまして、来年度は、その２つ上にあります前期高齢者交付金というのが、今年度に比べて大きく伸びるという見込みになっています。この交付金という部分は前々年度の精算を致します。だから２３年度は、２１年度分を実績に基づいて精算するというのが入りまして、どうしてもデコボコするところがあって、結果的に、来年度の繰入金は、当初予算段階では昨年度よりは少ないというものになっています。
　それでは２枚おめくりいただいて３ページにお進みください。３ページに、今回予算編成を行いました基礎になるものなんですけども、被保険者数と医療費の推移をお示ししております。被保険者数で申し上げますと、左から右へ見ていただいて、一番右側が２３年度の予算編成の基礎になっている部分で、一般被保険者、退職被保険者、合わせて２９万２,７３９人という形で予算を組んでおります。前年度に比べて２,４００名ほど増えるであろうという見込みのもとに予算編成を行っています。
　その下の４が医療費です。これも一般、退職それぞれ一般が３７万円あまり、退職が４０万円あまり、合わせて３７万２,７１６円ということで、今年度に比べて３．２％の伸びを見込んでおります。この１人当たり医療費と、先ほどの被保険者数を掛け合わせると、総医療費と費用額が出るということになります。この総費用が国保特会の予算編成の全ての基になるということでございます。
　次の４ページをお願いします。その結果として保険料はどうなるか、というのがこのページになります。国民健康保険料は、そこにあります（１）から（３）、医療分、後期高齢者支援金等分、介護分、この３つに分けて保険料を賦課いたしますので、それぞれの１人当たり平均保険料という事でお示しさせていただきました。１人当たり平均保険料の医療分、一番上のものにつきましては今年度に比べて３．２％伸びます。これは、広島市が政策的に行っているものですが、医療保険ですので医療費の伸びに合わせて保険料を引き上げる必要があるだろうということで、この医療分については、先ほどご説明しました医療費の伸びと同じ３．２％の伸びという形になっております。
　（２）と（３）、この支援分と介護分につきましては、国の方から具体的な数値が示されますので、市の裁量が入る余地はございません。国からこれだけ集めてくれという事で、それを皆さんに保険料としてご負担いただくものですので、ちょっとデコボコがこの場合はあります。だから支援分で申し上げますと、平成２３年度は４．２％の伸びとなっておりますけども、前年度ですとマイナス３．８％というような状況ですし、介護分につきましては、２３年度については９．８％というちょっと大きな伸びになっているんですけども、２２年度は２．９％、２１年度は逆にマイナス１２．４％と、これも、実績に基づいた精算というのがある部分が影響するんですけども、デコボコあって、来年度はこういった１人当たりの平均保険料になるだろう、というものでございます。
　それぞれ下の行の方に保険料賦課限度額というのをお示ししております。医療分が５１万円。これは３月の中旬になると思うんですけども、政令改正が行われてそこで決まるものですが、まだ予定の数値ですけども、医療分が５０万円から５１万円に、支援分が１３万円から１４万円に、介護分が１０万円から１２万円に、合計で４万円の値上げというか、限度額が引き上げられるという見込みになっております。
　最後のページにグラフをお示ししておりますけども、これは、最初に説明いたしました歳入と歳出をグラフにしたものを参考としてお付け致しております。以上が来年度の予算案ということになりますけども、もう１枚資料を配布させていただきます。
　都留会長の方から、保険料をざくっと平均するだけではなかなかイメージが湧きにくいので、モデルケースを示して保険料の試算をしてもらえないか、というご依頼がございました。それを基に試算した結果を今お配りしております。確かに、被保険者１人当たり平均保険料というのは、我々、行政の方でよく使うんですけども、どうしても横で比較する場合に、実態のない数値にはなるんですけども、非常に使い勝手のいい数値ということで平均保険料というのを使うんですけども、今回はモデルケースで保険料を試算いたしております。４０代の夫婦で１０代の子供が２人いる、という４人家族です。この場合の保険料の試算をしております。所得２００万円と３００万円という形で設けまして、２００万円の所得の４人家族であれば保険料が右から２番目１９万１,９５９円、所得が３００万円になりますと３５万１,６９１円、それぞれ１０％前後の負担率となっていると。確かに国民健康保険料の負担率、所得に占めて１割前後ですので、軽くはない負担という形になっております。これが広島市での保険料です。広島市だけではちょっとわかりにくいので、政令市すべての保険料をこのご家族についての試算を行った結果が下のグラフです。保険の賦課方式が違ったり、いろんな要素が政策的なものもあったりして、各都市違っておりまして、この同じご家庭で川崎市ですと２６万８７５円、これが一番安いんですけども、その２つ下に広島市がおりまして、そこからどんどん高くなっていきます。一番下の堺市では５７万いくらということですね。大阪市から下の６市につきましては５０万円を超えるという保険料の負担になります。だから近いところで言えば、広島市に居られたご家族が岡山市に転出されますと、今３５万円ですけども５１万円の保険料を負担するという事で、意外と保険料といったらどこも一緒のように感じるんですけども、地域保険ということで国民健康保険料はその都市によってずいぶん違うということがご覧いただけるのではないかと思います。
　一番下に参考と致しまして、他の医療保険との差も、これは厚労省が作っている資料なんですけども、載せさせていただきました。左端が市町村国保です。一番下が所得に占める保険料の割合ということで、負担率、これも全国平均で１０．５％ということで、先ほどのモデルケースとほぼ同じぐらいの水準で１０．５％、一番低いのが健保組合の４．４％という状況になっております。これは、どちらかというと保険料の額というよりも、所得がずいぶんと違っておりまして、分母にくる所得の差でずいぶんこの負担の率が違うという結果になっております。私の方からの説明は以上です。ちょっと予算案だけだと分かりにくいこともあろうかと思いますので、今ご説明させていただきましたＡ３のペーパーも含めて、ご議論いただけたらと思います。よろしくお願い致します。
都留会長　　ありがとうございます。ただいまの説明に対してご質疑、ご意見をどうぞ。
向井委員　　協会けんぽの向井でございます。先ほど会長から、多分、広島の国保が、保険者として一番多いのではないかという話があったんですが、うちが広島県で全部で１００万人くらい、被保険者で５２～５３万人ですかね、広島市だけとなるとどうなるかわかりませんが、意外とそうでもないというのをまず認識していただきたいと。だから２８３万県民のうち、１００万人は協会けんぽが占めてるということなんですね。それはいいのですが、お聞きしたいのが、まず歳出の件で、３つありますよね、大きいのが、この中で、広島市として、国保としては、例えば医療費適正化とかですね、そういうものに対して、どういうことをやってらっしゃるのか。それで今年に対して、ただこれだけ医療費が伸びます、というんじゃなしに、どういうことをやって皆さんの健康づくりで、医療費の削減というか健康づくりをやっていらっしゃるとか、やっぱりそこにいかんとですね、今の国家財政と同じように、足らなかったら消費税じゃないわけですから、少なくともどこで経費を削減するか、医療費を落とすか、そういうことを考えてですね、そういう予算の作り方をされているかどうか、今まではそういう形で良かったと思うんですが、今からは、こういう施策でこういう事やるから、もうしょうがないから料金を上げていただきたいというような話をしていただかないと、なかなかうんと言う事ができないのではないか、というふうに一つ思います。

　２つ目は、そこに保健事業費がありますよね、こういう形になっておるんですが、これはですね、例えば、どれぐらいの人間をですね、今、広島市は確か悪いですよね、健診にしても特定保健指導にしても悪いはずですよね。それをどれくらい伸ばすために、どれだけの経費を使おうとしていらっしゃるのか。それをやる事によって、どれだけのものになるのか、少なくとも、良い悪いは別として、目標に向かってどれ位やってるのかという話がないと、ただ数字を作りましたというんじゃ、ちょっと問題があるんじゃないかというふうに私は思うんですが、そのあたりはどうでしょうか。
塩満課長　　ただ数字を作ったわけではございません。まず、当然、適正化というのが市の取り組みとして求められているというのは認識致しておりますし、後ほどご議論いただきます特定健診というのが、まずはキーになってくるだろうというのは我々の認識です。そのための取り組み、市の担当課長もおりますので、詳しくはあちらの方から説明させますけども、市としていろいろな取り組みを今年度行っておりますし、来年度も構えようとしております。いろんな取り組み、あれもやりこれもやりというのがあって、例えばそれと、今考えているのは最終的にはできてないんですけども、ジェネリック医薬品の関係なども、協会けんぽさんでは、もう既にやられている部分の差額通知ですよね、そういった部分についても、予算には盛り込んではいませんけども準備は進めようと、これは医師会さんもおられますけども、一緒に相互理解のもとに進めていかなくてはいけないというのが当然ございますので、医師会さんの方ともご相談させていただきますし、そういったことで状況が整えば、市としてもそういったアナウンスもしていきたいということで進めております。それで、今のご質問でいうと、どちらかというと健診の部分のお話がちょっとウエートが大きかったようなので、後で特定健診の説明をさせていただきますので、その他の項目で、もう少し詳しくご説明させてください。
向井委員　　事業計画がないからわからないんですよね。だから、これだけが出てきてから、この数字だけを見てどうにか言えと言われても、まったく評価のしようがないわけですよね。例えば、こういう事業を、前回と比べてこういう事をやるから、それだからこうなるんだよと言われたら、なるほどな、という事になるんでしょうが、市の方は分かってるんでしょうが、こちらは分かってないわけですから、是非そのへんの資料の作り方というのは、今回ではなしにですね、今後は気を付けていただきたいと思っております。
都留会長　　いかがでしょうか、ご質問あるいはご意見。平本委員さん。
平本委員　　新しく委員になりました平本です。よろしくお願いいたします。配布された各都市の比較表というのがございますね、４人世帯、所得金額３００万円。この表なんですけども、パーセンテージは変わらないかと思うんですが、広島市の国保の世帯では、数字を単純に割ると１．７人ぐらいになると思うんです。所得金額３００万円ということで表示してありますけども、前々年度ですね、所得１００万円以下の方が４０％くらいなんです。そうすると、各都市から引っ張ってこられたと思うんですけど、モデル世帯であれば、標準を１．７人、無理でしたら２人、ないし３人にしていただいて、所得金額も、さっき言ったように１００万以下が４０％くらいになるんでね、そういった表示をしていただかないと、なかなか分かりづらいというふうに私は思うんですけども、いかがでしょうか。
塩満課長　　おっしゃるとおりで、これは明らかにモデルケースです。ただ、このモデルケースが良いとか悪いとかという議論をするつもりはないんですけども、先だって国会でも質疑が行われた時に、具体的に申しますと、共産党の議員が質問された訳なんですけども、そのときパネルを使って説明をされたのが３００万円所得の４人世帯ということで、一般的にこれは標準とは申しませんが、これで議論されておりますので、こういった形でお示ししております。今おっしゃられたように、所得が１００万円で２人世帯、ということで試算ということであれば、それはできることですが、今回はたまたま、こういうモデルケースで試算して、意図は何もございませんので、誤解のないようにお願いします。
向井委員　　ちょっと話が違うかもわからんのですが、やはり、ここ最近ですね、例えば大阪市、大阪府を見たら分かるように、生活保護に対してどうするんかという議論がものすごくあるんですね。確かにうちもですね、レセプトを見ると、亢進剤を毎日取りに行ってですね、山ほどもらっている人もおりますし、そういう面では麻薬捜査官が入ってくるとかですね、そういう形で、変な方向に使われているというのもあるんですよね。協会けんぽは、先ほど言いましたように、私らは保険料を払っていると、しかしながら、病院の窓口で３割が払えないから病院へ行かないと、しかしながら原爆手帳を持ってる人と、生活保護を受けてる人はしょっちゅう行ってるじゃないかと、どうなっとるんかと言ってですね、かなり保険料を上げるたびに言われるわけですね。だから、それが実態はどうかというのは別として、やはり、そういう分析をして、本当に適正にそういうものが使われているかどうか、やっぱり、そういうものをやらないと不公平感というか、逆差別みたいな感じがありまして、非常にうちの場合、さっき言いましたように、４万社くらいあるんですが、そのうちに１００人、いや５０人以上従業員がいらっしゃる会社はたった１,８００しかないんですよ。いわゆる１０人未満、それがだいたい７５％ですから、ほとんどが零細企業ですね。その方から言えば非常に給料は安い、しかしながら、これだったら私らは生活保護もらった方がいいんじゃないかという事までおっしゃる方もある。そういう形をですね、ぜひ、住民税も払っていますし。それで先ほどもありましたように、一般会計繰入金ですね、これも協会から言うとですね、保険料を払って、その上、そういうふうな一般財源から繰り入れられるのは二重の課税みたいなもんでしてね、それはどうなのかという話もあるわけですよね。だからそういった面で言いますと、やはり、いろんな話があるという事を考えて、先ほど一番最初に言ったのは何かと言うたら、広島市の国保が一番多いわけじゃなしに、零細を持ってる協会けんぽの方がかなり多いという事もあるわけですね。そういうことも含めてですね、やっぱり広島市民という考え方からいうと、やっぱりその辺りもある程度説明ができるようなことをしないと非常にまずいのかなというふうな、私が今、２年半くらいここにおりますが、そう思いますので、そういうデータが出るんだったら是非やっていただきたいと、今すぐということではないんですが、よろしくお願いしたいと思います。
塩満課長　　少しだけ今の部分で、広島市がやっている事だけ、十分じゃないんですけども、今おっしゃられたように、受診の部分で我々が今やってるのは重複頻回受診に対する保健指導というのをやっておりまして、まだそれも全然十分じゃないと思います。私がその資料を見ましてもギョッとするような、月に何十回と言いますか、中には百回に及ぶくらい受診されている方もいらっしゃいますので、そういった部分での指導は行っておりますけども、委員おっしゃるとおり、まだまだ十分ではないとは思っております。

都留会長　　重複受診というのは国保の被保険者が重複受診ですか、生活保護ではなくて。
塩満課長　　違います。

都留会長　　そしたら、３割そのたびに払って。
塩満課長　　いや、福祉医療とか、今委員おっしゃいましたけど、原爆の関係であるとか、自己負担の発生しない方はいらっしゃいます。

都留会長　　ただ、先ほど、協会けんぽの加盟者もたいへん今増えていますよね、そうでもありませんか。全国的にみると、減っていますか。

向井委員　　クビになるという形で、結局は国保に変わるという事はあります。

都留会長　　そうですか。

向井委員　　２年間は任意継続というのがありますから、それが終わったら国保に行かれますので、どちらかと言ったら４月に急に増えるわけですね、就職されますから。多分今年は少ないだろうと思いますね。今回多かったのは、例えば広島市で共済と分かれましてね、給料の高い人は共済へ行きまして、低いパートの人は全部うちに来て、５,０００～６,０００人来たから増えたというのがありますが、もう今のところは一緒くらいですから、この１年間、４,０００～５,０００人は減ったというのがあります。だから経済と一緒ですよ。悪くなったらうちも減るわけですね。就職は雇用するだけの力がないですから、それも現実でございます。

都留会長　　そうすると、国保は受け皿的な制度になってきていると。

向井委員　　それはおっしゃるとおりです。しかし反対に言うと、協会は、働いてる人は必ず協会が受けないといけないとなってるんですよ、法律で。それを外れた人は国保ですから、例えば大企業が、もう保険が使えんようになったというか、もう赤字になったよと、もう解散するよといったら必ずうちに来るわけですよ。うちは、ダメですよというわけにいかんわけですよ。そういう面では、やっぱり所得の低くなったところが来るというのがうちです。だから、そういう面では国保さんと同じような状態にあることは間違いないですね。

平本委員　　いやがおうでも、国民保険に入られるという結果に至るんですよね。３人５人とか法定で協会けんぽに入らなきゃいけないのは、負担ができないので、という方は国民保険に入られている、たぶんそうだと思うんですよね。　　　　　　　　　　

向井委員　　基本的には会社に勤めている限りは、会社が全然払わないということになると、いろんな競争、例えば何かの入札の時に、保険料を支払ってらっしゃいますか、という話の時に、会社が全然負担してなかったら、社会保険料はかなり高いですからね、そういう面では競争原理から外れますので、法律的には必ず、会社へ勤めているかぎり、会社は半分払わないといけん、それで片方も半分払わないといけん、というのはまあ原則ですね。だから、おっしゃるような形はあるかもわかりません。

平本委員　　そして、市の財政からの繰入金のご意見が出ましたけども、今年度の当初予算では減っておりますよね。前年度の当初予算６９億から、今年度は５６億なにがしになってるんですけど、繰入金が不公平だという考え方が一般的にもあるんですけども、じゃ皆さんですね、最終的には何の保険に入られますか。最終的には国民保険なんです。国民保険をよく、いい意味にしておくことは、途中で会社をやめられた方、定年になった時にですね、僕らが、ある程度国民保険に手当してよかったと、年とって国民保険になってよかったという事でですね、繰入金というのはですね、非常にあの弱い方、最終的に定年もろもろになった時に非常に助かる繰入金なんです、というふうに私は思うので、これをできたら繰入金は増やしてほしいというのが私の基本的な考えです。

向井委員　　それについて、別に反論するわけじゃないんですが、要は若い人が保険料を全部払っているわけですよ。そういう形をですね、年寄りだから、安心だからといって全部そこに入れるのがいいかという話なんですよ。だからそれだけの話でして、今さっきの生活保護もいけないと言ってるわけじゃないんですよ。やっぱり一つの節操があるでしょう、という事なんですね。それだけの事でございまして、考え方は一緒かもわかりませんが、このままですね、たとえば老人連合かな、これも今回ですね、最初は政府は窓口１割と言ってきたわけですね。あそこはそうじゃないでしょうと、我々の子どもとか孫に対して、そういうものをやられるのは大変じゃないかと。だから、相応の負担をというので向こうは出してるわけですね。そういうことなんですよ。だから、なんでもかんでもというのはちょっと違うんじゃないですか、という話をしてるわけですよ。

都留会長　　他にご意見はありませんか。新しい委員の方も、ご意見をいただきたいと思いますが。
　他にご質疑がないようでしたら、議事（２）の平成２３年度の国民健康保険事業特別会計予算につきまして本協議会としてはご賛同を得たものとしてよいでしょうか。
平本委員　　ちょっと、お時間をいただいて話をさせていただきたいと思います。私はですね、国民健康保険料を引き下げてほしいというふうに思っています。資料に出ているか出ていないかはわからんのですけども、２０％の世帯の方が払えないという状況は皆様ご存知かと思うんです。１人当たり保険料を１万円引き下げてほしいんです。だいたい２９万人ですから２９億円です。広島市の予算が６千億円ぐらいだと思うので、０．４８％くらいのお金をいただければ引き下げることができます。それが無理であれば、１世帯１万円で１７億円、広島市の予算から言いますと０．２％ということになりますけども。それと、保険料を下げていただかないと、今は構造的にですね、国民保険というのは、だんだんね、いわいる収納率、払える方が少なくなっているのが現状だと思うんです。私も小さな仕事をしてるんですけども、周りでは店をたたまれる方が非常に多くて、委員さんの家の近くでも小さい商店の方がバタバタバタバタ無くなっているのが現実かと思うんでね。そういった方々のためにも予算に反映していただきたい。１７億円と２９億円です、ざっと。
　それと、低所得者の方の国からの法定軽減というのが、所得によって７割５割２割の法定軽減をしていただいた方の中でも払えない方も出てらっしゃるんです。保険料の仕組みというのは、いわゆる所得がゼロであってもかかるんです。保障を受けるから当たり前だという考え方があるかと思うんですけども、基幹税である所得税、市民税、それも無い。そういう方々から保険料を賦課、徴収、集めるというのはいかがかな、というふうに思います。基幹税でもかからないようにね、負担しなきゃいけないのは、ちょっと私としてはおかしいなと思いますので、せめて、７割５割２割の法定軽減の上に１割程度、広島市でも上乗せをしてほしい。その前に、国に対しても、７割５割の法定軽減にプラス１割、３割６割８割位にしてもらえないか、最終的には保険料はゼロにしてほしいんですが、そうもいきませんでしょうから、国がね、そういうことが出来るまでは１割上乗せをしていただきたいと思います。１世帯３千円でも、６万世帯、１億８千万ぐらいあれば出来るんでね、政令指定都市のなかでも広島市は良いというふうにおっしゃってますけども、良い意味でリードする、広島市の国保の仕組みにしていただきたいと、私の意見を述べさせていただいて、私を分かっていただきたい。以上です。
向井委員　　おっしゃる事よくわかるんですが、協会がどういう仕組みになっているかと言いますと、保険料６兆円を全国でいただいております。６兆円いただいていて、そのうち医療費に使えるのは４兆５千億円です。だからそういう面から言ったら１兆５千億黒字なんですよね。しかしながら後期高齢者、いわいる７５歳以上の人に１兆５千億の支援金を払いよるわけです。前期高齢者、６５歳から７４歳まで１兆３千億円払いよるわけですよね。合計２兆８千億払いよるわけです。で国庫補助があるのは１６．４％で、１兆円もらいよるわけですから、僕から言えばですね、１兆円いらんから、２兆８千億円払うのをやめさせてくれ、というのと一緒なんですよね。だから、皆保険を守るためには、苦しくても払わないといけんというのが当たり前のことであって、だから皆苦しいんです。その中で、去年うちは年間２万円上げたわけですよね。そういう状態になってから、それこそ給料が下がるのに何で上げにゃいけんのかと言って、頭を下げた事はいっぱいありますし、そういう話をすると皆保険なんてもつわけないという話になる訳ですよね。だからそこのとこは、やはり皆が努力をする、先ほど言いましたように、それじゃ上げるだけじゃどうにもならんから、さきほど頻回受診がありましたが、何十回も行くというのはですね、やっぱり、その人はどう考えとるんかと、やっぱり、そういう事もあるわけですよ。だから、１人ずつは、自分で責任を持って行動をやらんとですね、本当に保険料は上がってきますよ、と。
　国によってもですね、民主党の先生方に、とにかく１６．４％を、２０％が法律で決まっているので、１６．４ですので２０％にしてくださいと言いましたが、いや無い袖は振れませんと言って切られましたが、そういう形ですね、本当もう国とかですね市に頼るという発想をやめない限りですね、もうこの保険はもたないというぐらいの覚悟は必要だと思います。別にうちも先ほど言いましたように１０人以下の零細企業が非常に多いわけですから、苦しいことがわかっとる訳ですから、その人の話を聞きよると、先ほど言いましたように、生活保護の人はしょっちゅう行けるのに、わしらは３割の負担ができんから行かんのだと。どうなっとるんかと。それと医療費が払えんというので病院の診察を途中でやめる人が非常に多いんですよね。そういう形もありますので、やっぱり、どっかで皆が我慢しながらやっていかざるを得ないんじゃないかと。根本的な話をするとしたら、これは高福祉高負担なんか中福祉中負担なんか低福祉低負担かという話をしていかざるを得ないだろうと思うんですよね。だからこの広島市の今の資料がどうかというのじゃなしに、３００万が多いか少ないかというのがありますが、それから言えば広島市は負担の低い方に入ってますよね、簡単に言えば。そういうところから言えば、これぐらいは我慢できるんじゃないかというふうに私は思うんですが。
都留会長　　他にご意見はありませんか。

塩満課長　　いろいろと意見をいただきまして、まず、一点だけ、１７億、２９億というのは、広島市の財政状況からして非常に辛いですね。全体の６千億に対して１７億が何パーセントかと言われましても、１７億円というのはすごい金額ですので、それを繰り入れると言ったら、かなり大きな判断があろうかと思います。議論がどうしても、ちょっとすれ違ったりする部分があるのは、国民健康保険は医療保険なので、どうしても医療費が上がると保険料が上がってしまうと。だから、他の税と違いまして、税であれば所得が増えれば税金は増えるんですが、医療保険なものですから、所得が減っても医療費が上がれば保険料が上がるという部分がありまして、非常に難しさがある。
　最初に向井委員がおっしゃったように、医療費の適正化、これにもっていかないと我慢をするとか努力をするというよりも、医療保険である以上は医療費の適正化を図るという形で、最終的には保険料が下がるということになれば万々歳ということになりますので、最初に非常に辛かったんですけども、計画があまりないと向井先生に言われまして、確かにその部分だと思うんです。税と違って所得と連動した負担になってないというのが最近は特にですね、不景気になって所得は下がる、そういった中でも医療費が上がっているために保険料が増えると、その逆進性がどうしてもいろんなギャップを生んだり不満になったりというのが現状だと我々は受け止めています。だからこれをします、と言えないのが辛いんですが、とりあえずは、とにかく医療費の適正化を図ると、そのために出来る事をやっていく、という事だと考えています。

平本委員　　国保法にはですね、医療保険という字句は入ってないと思うんです。国保法の中には社会保障という文字が入っていると思うんです。先輩の委員さんの前で失礼ですけども、社会保障とは、適正な、とは書いてありませんけど、税金を集めた分の再配分制度だと私は理解しております。入口として税金の集め方、これは長くなるのでやめときますけども、再配分制度なので、国保だけじゃなくて、これは、協会けんぽ、なんとか健保でも、本質的には同じだと思うんですよ。社会保障であるべきなんです。社会保障であれば、これ極端に言うとですね、保険料の負担は本当はゼロでいいんです。適正な税金を集めて、その制度に配分すれば保険料はゼロで済むはずです。そこまで言ったら言い過ぎでしょうけども、だんだんと、負担の、いわゆる掛け金の割合、３割負担の割合、これも下がらなきゃいけないんですよ。
　憲法２５条の２項に、社会保障制度の向上に努めるように、向上するように書いてあるんです。改悪してもいいとは２５条の２項にひとつも書いてないんです。だんだん１年１年、毎年毎年、良くならなきゃいけないというふうに書いてあるし、また２回言うようですけども、国保は社会保障制度です。皆さんが入ってらっしゃる保険制度も社会保険制度なので、国に対してですね、社会保障制度、今、社会保障良くするんだったら消費税を上げるとか何とか言ってますけども、そういうのじゃなくて、適正に集めた税金が再配分される社会保障制度を、国保も目指すべきだと思うので、この骨子のところをですね、要は国に対してきちんと社会保障制度として、この国保もろもろのですね、憲法制度を良くしてもらいたいという意見を、この広島市の国民保険の協議会としても声を出して国会にですね、広島市として、きちんと意見書をあげていただきたい。そうすれば国保も健保も良くなると私は思います。ここで保険がどうとかこうとか言ったって、いわゆるお互いが喧嘩というんじゃなくて、そう言った意見の戦いしても、なかなか難しいんでね、根本的な意見をあげてほしいというふうに思います。以上です。
都留会長　　御意見をありがとうございました。それで、そもそもの根本までいったら、制度自体がもつ矛盾というのはあるんですよね、日本の場合は。再分配しても制度が職域と地域で分かれてて、仕事を辞めた人、仕事を持っていない人が皆、国保に行くし、中小企業の人は中小企業で集められている、その制度の問題も大きな問題としてあると思うんです。やっぱり、その事を踏まえて考えていかなきゃいけないのではないかとも私は思っています。
　どうでしょうか。はい。他にご意見はないでしょうか。それでは、今のご報告に対して本協議会として、特別会計案としては皆さん方ご賛同という事でよろしいでしょうか。
（会場内拍手）

都留会長　　それでは、次に、「その他」の案件である特定健康診査及び特定保健指導の実施状況等について事務局の説明をお願いいたします。
加納課長　　失礼いたします。それでは、特定健康診査及び特定保健指導の実施状況等について、
資料がお手元にございますか。着席で説明させていただきます。
　まず特定健康診査、特定保健指導の資料の１ページをご覧ください。実施状況につきましては、まだ暫定値なんですけれど、特定健康診査が１４．２％、特定保健指導３１．８％となっております。特定健康診査の方は昨年度に比べますと１．２ポイントほど上昇しております。特定保健指導につきましては、２１年度の目標数値３０％を達成できております。先ほどご質問がございました受診率、保健事業費の方のどのくらいの人数をどのくらい伸ばす予定であるか、というご質問だったんですけれど、一応目標は２３年度は６０％になります。予算の方での、この数字の概算の数値はですね、特定健康診査は約１９万人が対象になるんですけれど、２１年度は１４．２％という事で、受診率は６０％まではちょっとなかなか難しいかなということもありますが、１８％ぐらいをめどに計算しております。
　受診率向上に向けた取組につきましては、ここの資料にございます（１）から（４）につきましては、まず（１）は健診体制の整備、（２）は被爆者と特定健康診査の問診表の様式の統一、（３）は受診勧奨通知のはがきの送付及び電話での受診勧奨、（４）は受診啓発活動と、これは前回のときにご説明いたしましたが、現在、この取組につきましては、もう終了しているものもございますし、現在継続して実施しているものもございますが、順調に実施いたしました。次に（５）の今後の取組といたしましては、今年度も実施いたしております、未受診者に対する電話での受診勧奨を今年度は９時から４時までの間に実施いたしました。やはり不在の方も多くございますので、来年度は夜間も実施していこうと計画しております。２番目に受診行動に結びつくようにするために、受診者から、受診の理由とか受けた後の感想等を聞き取りいたしまして、内容を広く広報していく予定です。やはり、健診を受けて、こういうメリットがあって、これだけ良かったよという、実際の声を是非伝えていけたらと思っております。それと、３番目に、デジタルサイネージを活用した広報とか、本市のホームページも内容も工夫致しまして、やはり、受診率の向上に取り組んでいくという事を予定しております。特定健康審査等の実施状況につきましては以上です。

　続きまして２枚目をお開きください。これは、政令指定都市における特定健康診査にかかる自己負担金等について今回調べております。本市の特定健康診査の自己負担金はここにもございますように１,３００円です。７０歳以上の方及び市町村民税の非課税世帯の人は自己負担金を免除して、無料としております。この表を見ていただければいいんですけれど、他の政令指定都市の状況は、資料に示すとおり、特定健康診査が始まった２０年度に名古屋市が自己負担金を１,０００円から無料に、神戸市は１,０００円から６００円にしていますが、下げたことによって大きく受診率が上がったとかいうほどの影響は今のところは出ていないようです。しかしながら本市としても実施率の向上を図る必要があることから、やはり引き続き他都市の取組状況や、その効果を見極めながら、実施率の向上のための方策を検討していきたいと思っております。以上です。
都留会長　　ただいまの説明に対して、ご質問やご意見をお願いします。

向井委員　　聞き間違いかもわからないですが、目標値が６０％で、経費は１８％しかあげていないという発想がどこから出てくるかわからないですよね。普通、民間では目標は達成するためにあるものであって、そのためにどうするのか、という事になったら１８％から２０％位であげるのが当たり前でね、要は６０％と言われているから今回６０％ですと、そんな騙したような事を言っちゃいけませんよ。これが一つと、それと、やっぱりやることが遅いのではないかと。例えば、一番問題の、お医者さんに罹っているけれども、そのデータがもらえればやりましょうという話をしてるんですよね。４月になるか５月になるかわかりませんが、そういう形でデータをいただいて、少しでも受診率を上げようとしているわけですよね。そういう話がどうも違うのではないか、上げないといけないという切実な考え方がないんじゃないか、と私はこれを見たら思うんですよね。

　例えば、うまくいかなかったら最大限１０％の後期高齢者支援金を賦課します、というんですよね。先ほど言いましたように、１兆５千億円払いますから、１０％といったら１千５百億円なんですよね、１千５百億円を加入者に対して下さいというと、１人あたり何千円にもなるんですよ。そんなことはできないから、真剣になって保健指導を受けてくれと。反対に言いますと、健診を受けた人で病院に行ってない人いますよね。そういう人には通知を出して病気が重症化しないようにしてくださいと。やることはいっぱいあるわけですよ。そんな中で、まだそんなことを言っているのかと、がっかりしましたよ。

　そういう面で、どのような事業計画をされるのかわからなかったのですが、ぜひそういう面では厳しくみんな見ていますので、隣にいらっしゃる健保組合の方はもっと払ってらっしゃるのかもしれませんが、その辺も含めて、ぜひ、保健指導は健康づくりですし、健診して、病気になる前に病院行くとか、そういう形で本人も健康になる可能性が非常に高いし、医療費もかからないということになりますので、ぜひ一歩入ってやってほしい。まだ入口の入口ですから、ぜひそのあたりもしっかりやっていただきたいと思います。

加納課長　　ありがとうございました。私どもも、実施率を上げるということでいろいろ工夫いたしまして、特に今年は、医療保険者の方と一緒になって受診できるように相乗効果を狙うとか、あと、被爆者健診をお受けになる方も、２２年度は様式を統一して、被爆者の方も特定健診を受けやすいようなシステムを作っていくとか、工夫しております。これは２２年度からでございますので、どれだけ効果があるかお示しできるのは来年の秋以降ですが、受診率を上げることによって、早く医療機関にかかっていただいて重症化を予防するということは、私ども、必要差し迫っていることと考えておりますので、頑張っているところです。それと併せて、地域職域と連携を図りながら、実施率を上げようと、少しずつではあるんですけれども、健康教育におきましても、いかに特定健診が重要であるということを勘案しながら実施していきたいと思っております。

　さきほ申しましたように、２４年度までに６５％ということが国から示された目標数値です。その中で１８％は少ないと、２０％から２５％と、できるだけ計画はそうであっても、超えていきたいと、努力していきたいと思いますので、よろしくお願いします。
塩満課長　　予算に関連して補足をしたいと思います。１８％というのは現実的に組んでいるだけなんですね。例えば、３億円を押さえてしまいますと、他の事業で３億円の事業が組めなくなってしまいます。足らなくなれば補正を組むということで財政課との合意ができておりまして、当初予算から押さえてしまうといけませんので、１８％というのは結果として組んでいるだけであります。
向井委員　　住民健診と一緒に、２２年度は一緒にやっていただくのは非常にありがたいんですが、結果が、例えば、同じような都市の福山市は約７００人なんですよ。なぜ広島市は住民健診と一緒に受けないのかなと。うちもＰＲが足らなかったのか、そのあたりを、呉市でも７００人を超えておりますし、そういう面では広島市とは何も違わないのに、どうも広島市さんやるつもりがあるのか、ということを私から言えば思わざるを得ない、というのが私の意見です。言うばっかりではなくて、できるだけのことはやりますので、ぜひ一緒にさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。

土江委員　　広島市の保健医療課が作られましたこのリーフレット、感謝しております。この中に節目健診のことを書いていただきまして非常に感謝しております。ご存知のとおり８０歳で２０本以上歯があれば、医療費が内科、医科、歯科も含めて、薬も含めて、医療費が少なくなることは事実でありますので、この節目健診を有効に使うことによって、自分の歯が８０歳でも２０本あるように保ち、医療費が少なくなることを我々も祈念しております。

　また、行政も努力して、向井委員が言われましたように、自分の健康は自分で守るというトータルヘルスポロモーション、これが定着してないんですよ、市民にね。ポイントはそこだけですよ。それさえできれば自然といくんですよ。ただ何ともないから医科にも歯科にも行かないと。その流れが未だにストップできていないと。それをストップする位置付け、今回はリーフレットでしたけれども、他にも考えていただくよう、よろしくお願いしまして、お礼を申し上げます。
都留会長　　特定健診についてはございませんか。では、「特定健康診査の実施状況」についてはこの程度とし、各委員さんから出された意見を踏まえて、今後とも事業を進めてください。

　続いて、前回、平成２２年９月９日に、土江委員から要望の件について事務局から説明があるとのことです。よろしくお願いします。
藤田局次長　　それでは、前回の協議会で土江委員からご要望のありました件につきまして、今回、新任の委員さんもおられますので、これまでの経緯を含めまして、ご説明させていただきます。

　まず、土江委員から、平成２１年２月５日に開催いたしました、この協議会におきまして、市役所の閉庁時間帯における臨時窓口の開設についてご要望をいただいております。具体的には、医療機関の開業時間が市役所の開庁時間と異なっているため、窓口に来られた患者さんの被保険者資格などについて、医療機関の方から、国保の保険者である広島市に尋ねたくても、閉庁時間帯であれば問い合わせができないということでお困りである、ということがありました。そのため、市役所の閉庁時間帯、具体的には平日の１７時以降や土曜日であっても問い合わせに対応できるよう、臨時窓口の開設について検討してほしい、とのご要望を受けておりました。

　このご要望につきまして、前回、昨年９月９日のこの協議会におきまして、その後の検討状況がどうなっているかと、お尋ねがございました。その際、我々の準備不足もございまして、お答えすることができませんでしたので、当日は、次回の協議会で回答させていただくということで、前回お話をさせていただいておりましたので、現時点の検討状況について、ご説明させていただきます。

　まず、市役所の閉庁時間帯に、新たに医療機関からの問い合わせに対応する窓口を開設するということは、職員をその時間帯に配置しないといけないという人件費の関係、また、資格を検索するためには、コンピュータシステムの運営経費など、相応の経費が必要となります。広島市の厳しい財政状況を考えますと、正直、現時点ではご要望にお応えするというのは非常に難しい状況にあると思っております。しかしながら、そのようなご意見をいただいておりますし、現実に医療機関でお困りであるというお話もいただいておりますので、広島市として、具体的に正確にどういった所でお困りか、もう少し詳しく状況についてお伺いした上で、あらためて緊急性や費用対効果の点なども含めまして、その必要性について引き続き検討させていただければと考えていますので、また、土江先生にはお話を伺いたいと考えております。この検討状況につきましては中間の状況ということでございますので、お話を伺った上で、状況をあらためて検討しまして、早ければ、次回の協議会においてご説明させていただければと思いますので、よろしくお願いいたします。
土江委員　　わかりました。了解しました。また検討しましょう。
都留会長　　はい、ではそちらの平本委員は、どの追加資料でしょうか。
塩満課長　　会長、おそらく、これから皆さんの参考資料として配ろうとしている資料じゃないかと思います。
　今、お配りしておりますのは、広島県が作成しました広域化等支援方針という昨年の１２月２７日に県が定めた支援方針でございます。それと、本市の国民健康保険事業の実績や運営状況を２１年度分までをとりまとめた事業概要でございます。この２つを、今後の皆さんの参考にしていただこうと思いまして、お配りする予定にしていたものです。それを今お配りしております。平本委員が先にこれを見られて、その意見だと思いますので。
都留会長　　ちょっと事務局の方からざっと説明していただいた方が、これどういう意図で。
平本委員　　県に入る前にですね、県の前の国の段階の話を、ちょっとさせていただきたいと思うんですが、去年の５月にですね、厚生労働省からの国保の広域化についての指導というのが各県におりていると思うんですけども。

都留会長　　県ではないですが。
平本委員　　いわいる広島市等がですね、国保の一般会計繰入金を、いわゆる収納率を上げるとか、国保料を上げてですね、各市町村に頑張ってもらいたいと、その上で一般会計からの繰入れも再考するように、考え直すようにという文章が出てるはずなんですけども、そうなるとですね、先の話なんですけども非常に国保料が繰入れをやめると国保料が上がりますので、ここのところをですね、今から、次回の協議会なんかの協議事項にしていただきたいというふうに提案させていただきたいと思います。以上です。

塩満課長　　少し補足しておきます。広域化等支援方針、皆さんもこういう動きがあるのをご存知だと思います。今、市町村国保という事で市町村単位で運営している国民健康保険ですけども、なかなか安定しないんですね。広島市ぐらいの被保険者数２９万人、１７万世帯という事になれば、少々１人２人の高額医療費が発生してもなんという事はないんですね。ただ、小さな市町で申しますと、突然高額な医療がかかってしまうと財政運営ができないという事で市町村単位では心もとないので、都道府県単位に広域化してはどうかという動きがございます。それぞれの都道府県において、その広域化を進める上での支援方針、これを定めたもので、今お示ししているのは広島県が作成したものです。だから軸になっているのは運営主体が市町村という小さな所から都道府県という大きな所へ移ろうという事です。
　今、平本委員おっしゃったのは市町村であれば、一般会計からの繰入れというのがございますけども、都道府県だとそれがなくなっちゃうじゃないか、という議論をされてるんですけども、まだまだ緒についたばかりです。国が今示しておりますのも最短で平成３０年度と言ってます。その広域化を実施するとしても、その前段にあるのが高齢者医療制度ですね。後期高齢者という言葉を使うのがいいのかどうかあれですけども、２５年３月から新しいのをスタートさせると言ってたのが、今、国会にはなかなか上程されないようですので、２６年３月とかいう話も出ていて、まだ更に伸びるんじゃないかという話すらございます。その高齢者医療制度が固まって、その次のステップとしてやっていこうとしているというか、国が考えているのがこの広域化です。だからまだ緒についた段階でいろんなことを確定的に申し上げる事も我々もできないですけれども、折に触れて我々が知り得ている情報を皆さんの方に発信していこうと思いますのでよろしくお願いします。
都留会長　　この件に関しては、こういうのが出たという事ですね、参考資料として。では、他にご意見はありませんでしょうか。
土江委員　　一点だけ、前回のこの協議会で、家族世帯から個人証に保険証を変えたという報告がありまして、非常に前進したと僕らは評価しておるわけでございますけど、その中にですね、紙媒体、世帯媒体の時には、医療負担金３割と明確に掲示してあったんですけども、カード媒体なった場合、急激に治療費３割負担というのが消えていったわけですね。結局どうして消えたかとお聞きしたところですね、国の方の通達で表示する義務がなくなったという事をお伺いしたんですけども、それはちょっと考え方がおかしいと思います。
　保険料というのは、ある意味契約社会ですから、契約したんだから、１００円だったら、この保険料払えば１００円の医療費が３０円で済むんですよという契約なんですから、明らかに明示するのはですね、契約の中でこの分は３割と明示するのは常識だと思うんですけども、そのため家族世帯の紙媒体の時には、当然３割と書いてありました。失礼な言い方ですけども、国保、市町村国保の場合は、日本語のご不自由な方もおってんですよ、残念ながら。ということは窓口でお話し合いをする時に、３０％、３割ということでですね、３０％ここって見せたいんですよ、医療機関の現場としては。ちなみに、広島市のこの近辺でも海田町には、個人世帯になっても、個人給付になっても、カードの真ん中に、中央に四角枠して３割とちゃんと書いてありますよ、海田町は。だから、別に市町の独自性の采配でできるんですから、是非とも広島市におかれましても、次回、保険証の切り替えの時にはですね、真中に明確に、契約社会なんですから３割ということを明確に掲示してですね、それを要望します。よろしくお願いします。

都留会長　　それではご検討を。

塩満課長　　現状だけお話させてください。海田町の事は存じませんでした。申し訳ございません。私ども、個人証にしまして、今年の７月に高齢受給者証と一緒にしようと思ってます。今は２つ出すんですけども、保険証と高齢受給者証、これだとご不便なので、２つを一体化したものを作ります。その際には、７０歳以上の方、どうしても１割、３割という負担区分がありますので、この際には、７０歳以上の方には、負担を明示します。１割負担です、３割負担ですと。そこまではやるようになってます。その次のステップの話を土江先生されていて、そこをやれるかという事で、海田町、県内の状況の把握しそびれました。政令市は全部調べたんですけども、まだやってるところはなかったんですよ。その中で、我々としては様子を見ながらと思ってたんですけども、まさに、近隣の海田町でやられてるという事であれば、それを念頭にもう一度、検討させて頂きます。
都留会長　　よろしくお願いします。

向井委員　　たぶん出るんだろうと思うんですが、次のときは事業計画ですよね、ロードマップまで出来るかどうかわかりませんが、是非それを出してもらって、もうちょっとこういうことをやったらいいんじゃないかと、途中では予算もありますから出来ませんが、やっぱりその辺をこうやってですね、こんな事業もあるから、これをやったら有効だよとか、いろんな意見がでるんじゃないかと思うのでね、是非そういうので次にもし間に合えばあげていただきたいと思っております。よろしくお願いします。
塩満課長　　すいません先生、どうしても、この後、我々、議会で予算審議があって、出来るだけ同じものをという事で準備させていただきました。確かに、向井委員のおっしゃるとおりだと思いますので、どういった加工ができるか、どういったものがご準備できるか、ちょっとあるんですけども、もう少し、皆さんに意見を本当に伺いたい形のもの、というものを工夫させていただきます。
都留会長　　はい、よろしくお願いします。では、ありませんか。では、以上をもちまして、本日予定された議題は終了いたしました。他に、ご意見はありませんか。
　では、これをもちまして、平成２２年度第２回広島市国民健康保険運営協議会を閉会いたします。ありがとうございました。どうもお疲れ様でした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
PAGE  

